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２．大学の将来構想 

 

①研究教育目標と計画 

 北海道大学は，平成１６年度２１世紀ＣＯＥプログラ

ムへの申請にあたり，総長を中心とする指導体制のもと

で，先進的な研究教育の実施，適切な役割分担とその有

機的な連携，新たな学問領域の創成、産学官連携の強化

などに取り組むことを目標として掲げた。 

 具体的な内容としては，「学院（大学院教育組織）・

研究院（教官組織）構想」を基本骨格とする大学院再編

に着手し、柔軟な研究教育体制の実現を目指した。さら

に、総長主導の下にＣＯＥプログラムを組織して新たな

研究教育拠点を展開し、国内外に学術貢献する総合大学

として発展することを期すこととした（注：平成１４年

度４拠点、平成１５年度６拠点、平成１６年度２拠点が

採択された）。これらのＣＯＥプログラムの実施基地と

して、北大が北キャンパスに展開しつつある研究棟群及

び総合研究棟の共通スペースなどを活用する。また、創

成科学共同研究機構（現 創成研究機構）を中心とする重

点的研究推進体制と大学院研究教育とを有機的に連携さ

せることにより、大学の人的資源や研究施設を機動的、

効果的に活用できる体制の確立を目指すこととした。 

 

②総長を中心とするマネジメント体制 

 総長及び総長室を中心とする総長主導体制の下で、研

究教育拠点形成を実効あるものとするため、以下のよう

な組織的支援を行う。 

１）「研究戦略室」による総長主導の全学的研究戦略の

具現化と「大型競争的資金検討会」（２１世紀ＣＯＥ

プ推進会議の後継組織）によるＣＯＥプログラムの自

己点検評価と計画の適正な実施の支援を行う。 

２）教員定員の有効活用については、教員定員の４％を

全学的見地から任期制を導入して活用する。また、大

学院の研究教育組織の見直しによる人的資源の流動化

と、効果的連携（相互補完）体制について検討する。 

３）創成研究機構の流動研究部門を中心として、一定期

間研究に専念するシステムを活用し、戦略的な研究推

進を行う。同機構はＣＯＥ採択プログラムに対する直

接的支援の他、意欲の高い若手研究者に対する総長主

導の研究支援を行い、将来的発展基盤の拡充に努める。 

４）整備を進めつつある北キャンパス研究棟群及び現在

建設中もしくは予定されている総合研究棟をＣＯＥプ

ログラムに優先的に割り当てる。 

５）ＣＯＥプログラム研究教育拠点から得られる学術的

成果の発信、産学官連携による研究推進、外部資金調

達に関しては、全学的見地からの支援を行う。 

６）ＣＯＥプログラムの成果を発信する国際的研究拠点

の形成などを目指すための基盤として、学術国際部を

設置し国際交流を戦略的に展開するとともに、外国語

教育を強化する。 

７）長期的には、総長が全学的な観点から戦略的、重点

的に配分可能な資金の重点投入及び戦略的外部資金獲

得支援を実施する。また、ポスドク、ＲＡ、ＴＡの戦

略的配置を実施する。 

８）本プログラム終了後は、採択されたＣＯＥプログラ

ムを中心とした新たしい大学院体制で、総長主導のも

とにこれらの拠点を重点的に発展させる体制をとる。 

 

３．達成状況及び今後の展望    

 

○ 新たな研究・教育体制の構築 

 平成１６年度に採択された２つのＣＯＥプログラムに

よる拠点形成事業により、以下の新たな教育研究組織等

を設置した。①「トポロジー理工学の創成」（革新的な

学術分野）に伴い、新たな研究教育組織である「トポロ

ジー理工学教育研究センター」を設置した。②「海洋生

命統御による食糧生産の革新」（革新的な学術分野）に

伴い、従来の大学院水産科学研究科を水産科学研究院・

水産科学院に改組した。 

 

○研究活動の達成状況 

それぞれのＣＯＥ拠点における具体的な研究成果など

については、ＣＯＥ拠点毎の事業結果報告に記載されて

いるが、概要は次のとおりである。 

１）トポロジー理工学の創成：新科学雑誌「トポロジカ」

を発刊し、トポロジー理工学に関して国際発信すると

ともに、若手研究者がイグ・ノーベル賞を始めとする

各種受賞を受けた。 

２）海洋生命統御による食糧生産の革新：単一の始原生

殖細胞から異種の機能的な配偶子を作らせることに成
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功するとともに、多数の多様性評価法、汚染評価法が

開発された。また、様々な領域の専門家との異分野交

流を通じて、「海洋ベンチャー育成教育」「文理融合

型教育」を実践した。 

 

○マネジメント体制の整備 

１）平成１６年４月、大学全体の研究推進に関する企画

立案を行う「研究戦略室」と、教育体系の維持・改善

と教育システムの改革を担う「教育改革室」を設置し、

事務組織の学術国際部と協働して、２１世紀ＣＯＥプ

ログラムの成果の発信、産学官連携、外部資金調達、

国際交流などの活動を支援した。また、総長を議長と

する「大型競争的資金検討会」は、各２１世紀ＣＯＥ

プログラムの実施状況やその成果について評価を行い

つつ、適切な事業推進のための助言やプログラム終了

後の研究教育体制の構築のための指導を行った。 

２）平成１５年９月、北大の北キャンパスに創成科学共

同研究機構（現 創成研究機構）、触媒化学研究センタ

ー、電子科学研究所のナノテクノロジー研究センター

などが入る創成科学研究棟を新設し、先端的・実験的

研究や産学連携に繋がる研究の拠点としての活動を開

始した。北キャンパスにはその後、平成１４年採択拠

点「バイオとナノを融合する新生命科学拠点」形成に

伴うポストゲノム研究棟と民間企業による創薬基盤技

術研究棟、及び電子科学研究所棟も新設するなど、教

職員や学生1500名を擁する一大リサーチパークを形成

している。 

３）創成科学共同研究機構（現 創成研究機構）において、

任期付きで若手に研究機会を与える流動研究部門を運

用・継続するとともに、若手リーダ育成とテニュアト

ラックを組合せた北大基礎融合科学領域リーダ育成シ

ステムを開始した。 

 

○補助事業終了後の支援 

１）「人件費ポイント管理制度」を整備した。本制度に

より、拠点形成事業継続中または終了後に設置した研

究教育組織に対して、総長が管理する教員人件費を機

動的に活用して、任期付き教員を配置した。 

２）平成１９年１０月、創成科学共同研究機構（現 創成

研究機構）の一部門であったリエゾン部・戦略スタッ

フ部門と全学組織である「知的財産本部」を統合し、

北大の知財管理と事業化推進を統合管理する「知財・

産学連携本部」を立ち上げた。これにより、２１世紀

ＣＯＥで得られた知財の管理と産学官連携を一元的・

効率的に支援する。 

３）北大の研究を主体とする組織（附置研究所、学内共

同研究施設など）を統括管理する創成研究機構を設置

する（旧 創成科学共同研究機構は、傘下の一組織へ）

とともに、若手研究者・女性研究者の支援を中心とす

る全学的な人材育成事業を展開する拠点としての「人

材育成本部」を設置。これらにより、本学における先

進的な人材育成・教育の実施、適切な役割分担とその

有機的な連携、新たな学問領域の創成などの促進が期

待される。                          


